
豊明市特定事業主行動計画の実施状況及び豊明市における女性の活躍状況の公表 

（令和４年７月） 

 

 豊明市では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４ 

号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づき「豊明市特定事業主行動計画」を策定し 

ています。今般、女性活躍推進法第１９条第６項に基づき、行動計画の実施状況を以下の 

とおり公表します。 

 あわせて、女性活躍推進法第２１条の規定に基づき、豊明市における女性の活躍状況を 

公表します。 

 

１ 職業生活における機会の提供に関する実績 

（１） 採用した職員に占める女性職員の割合（各年４月１日現在） 

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 
Ｒ７年度 

（目標） 

66.7％ 64.3％ 58.3％ 92.3％ 
50％以上 

を維持 

 

（２） 職員における女性職員の割合（各年４月１日現在） 

Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

62.7％ 62.4％ 62.7％ 61.7％ 62.5％ 

 

（３） 中途採用職員における女性職員の割合（各年４月１日現在） 

Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

44.4％ 75.0％ 77.8％ 66.7％ 87.5％ 

 

（４） 管理職に占める女性職員の割合・各役職段階に占める女性職員の割合 

（各年４月１日現在） 

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 伸び率 

（Ｒ４－Ｒ２年度） 

Ｒ７年度 

（目標） 

管理職割合 36.5％ 35.1％ 36.8％ 0.3 ポイント 45％以上 

課長級 36.7％ 33.3％ 35.5％ △1.2 ポイント ‐ 

主幹・課長補佐級 42.1％ 41.5％ 43.6％  1.5 ポイント 50％以上 

担当係長級 62.7％ 55.6％ 50.0％ △12.7 ポイント ‐ 
 
 

 

 

 



 

（５）機会の提供に資する制度の概要 

 〇 ハラスメント防止対策 

  ・人事担当部署を各種ハラスメントに係る相談窓口とし、令和２年度に、管理職及び 

一般職員向けに外部講師による「ハラスメント防止研修」を実施。令和３年度につ 

いては、現業職員向けに同様に外部講師による「ハラスメント防止研修」を実施。 

 〇 特定事業主として実施する研修等の概要 

  ・公募により女性管理職養成セミナーや市町村職員の女性職員向けセミナーへ職員を 

派遣。 

 〇 中途採用の概要 

  ・幅広い年齢層で受験可能な経験者採用試験を必要な職に応じて随時実施。 

 

２ 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

（１） 平均勤続年数の男女の差異（各年４月１日現在） 

 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 

男性職員 15.2 年 15.8 年 15.5 年 16.0 年 15.8 年 

女性職員 14.8 年 15.7 年 15.0 年 14.9 年 15.1 年 

 

（２） 男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況 

  Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 
Ｒ７年度 

（目標） 

男性 

職員 

取得率 46.2％ 33.3％ 44.4％ 75％以上 

平均取得期間 1.33 月 5.96 月 0.55 月 1.5 月以上 

１月未満 ‐ ‐ 75.0％（３人） ‐ 

１月以上半年未満 100.0％（６人） 66.7％（２人） 25.0％（１人） ‐ 

半年以上１年未満 ‐ 33.3％（１人） ‐ ‐ 

女性 

職員 

取得率 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

平均取得期間 29.0 月 26.0 月 26.7 月 

１月以上半年未満 ‐ 5.9％（１人） ‐ 

半年以上１年未満 7.7％（１人） 11.8％（２人） 9.1％（１人） 

１年以上 92.3％（12 人） 82.4％（14 人） 90.9％（10 人） 

 

 

 

 

 

 

 



（３） 男性職員の配偶者出産休暇（２日）及び育児参加のための休暇（５日）の取得率及

び合計取得日数の分布状況 

  Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ７年度 

（目標） 

配偶

者 

出産

休暇 

取得率 76.9％ 100％ 77.8％ 100％ 

平均取得日数 1.8 日 1.7 日 2.0 日 ２日 

２日取得 60.0％（６人） 66.7％（６人） 100.0％（７人） 100％ 

１日以上２日未満 40.0％（４人） 33.3％（３人） - ‐ 

育児

参加 

休暇 

取得率 46.2％ 66.7％ 44.4％ 75％以上 

平均取得日数 3.0 日 3.1 日 4.4 日 ‐ 

５日取得 33.3％（２人） 50.0％（３人） 75.0％（３人） 75％以上 

２日以上３日未満 16.7％（１人） ‐ 25.0％（１人） ‐ 

１日以上２日未満 50.0％（３人） 50.0％（３人） ‐ ‐ 

 

（４）超過勤務の状況   

 ① 管理職以外の一人当たり一月当たりの平均超過勤務時間 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ７年度（目標） 

6.5 時間 6.1 時間 7.0 時間未満 

 

 ② 上限（年間 360 時間）を超えて勤務した職員数 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ７年度（目標） 

３人 ７人 ０人 

 

（５） 年次有給休暇の取得日数の状況 

 平均取得日数 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ７年度（目標） 

13.0 日 14.4 日 14 日 

  

（６） 職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する制度の概要 

〇 感染症対策及び多様な働き方の推進等のため、テレワーク用端末を利用した在宅 

勤務が可能となるよう規定を整備した。 

  〇 感染症対策及び多様な働き方の推進等のため、時差出勤や週休日の振替勤務等を

実施した。 


